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１ 産業ウォッチングチームによる緊急調査 

 

 

１．産業ウォッチングチームの設置 

原油価格の高騰に続き、アメリカの証券会社リーマンブラザーズの破綻に端を発した金

融不安と世界同時株安、円高の進行などにより、本県の景気後退が懸念される経済情勢に

あることから、県内産業への影響を緊急に調査し、結果を今後の対策に活用することを目

的に、「産業ウォッチングチーム」を１０月９日（木）に設置。 

 

２．緊急調査の実施 

  株式市場の大幅な変動、内外の金融動向の変化等が連日報じられているため、県内の中

小企業者・農林漁業者、業界団体、金融機関等から、現在の影響について、訪問等による

聞き取り調査を緊急に実施した。 

（調査対象） 

中小企業者・農林漁業者、商店 ９１ 

業界団体 ２０ 

地域の観光協会・農協等 ３９ 

金融機関   １７ 

保証機関    ２ 

海外展開企業等 １１ 

国出先機関等調査機関    ４ 

合計  １８４ 

 

３．緊急調査結果の概要 

（１）業況 

  ・原油高・原材料高の影響により引き続き厳しい経営環境にある 

・円高、海外需要の落ち込みの懸念などにより、輸出関連企業を中心に、 

長期的な不安感が広がっている。 

（２）金融不安、円高・株安の影響 

  ・設備機械の受注件数の減尐等製造業の一部に影響が見られる。 

  ・製造業以外では、現在のところ直接的な影響は見られない。 

（３）消費・物価 

  ・買い控えや低価格商品の購入等の消費者の購買意欲の低下が見られる。 

  ・食品の一部に大幅な値上がりが見られる。 

（４）県内金融機関の動向 

  ・金融不安の直接的な影響はまだ出ていない。 

  ・融資状況は「横ばい」であるが、利益が薄くなってきている。 

  ・今後は、制度融資の経営安定関連資金の取り扱いが増えると見込んでいる。 

 
 



 
 

２ 県内経済の動向 
   

１「最近の静岡県金融経済の動向」(平成 20 年 10 月 14 日 日本銀行静岡支店) 

 県内の景気は、弱めに推移している。 

  （１）需要面 

公共投資 低調に推移している。 

輸  出 減尐が続いている。 

設備投資 横ばい圏内の動きとなっている。 

個人消費 弱めの動きとなっている。 

住宅投資 減尐基調にある。 

 

（２）生産・雇用面 

生  産 弱含んでいる。 

雇  用 雇用面を中心に悪化しつつある。 

物  価 前年を上回って推移している。 

企業倒産 件数、負債総額ともに前年を下回った。 

 

（３）金融面の動向 

預  金 増勢を持続している。 

貸  出 増勢を持続している。 

貸出約定平均金利 前月比低下した。 

 

２「静岡 県の企 業短期経 済観測 調査結 果」 (平成 20 年 10 月１日 日本銀行静岡支店) 

＜県内企業の業況判断 D.I.＞ 

  
19 年 6

月 
９月 12 月 

20 年 3

月 
６月 ９月 12 月予測 

 全   産   業 11 4 2 1 ▲ 9 ▲19 ▲22 

 製   造  業 14 9 10 6 ▲ 9 ▲24 ▲25 

 うち木材・木製品 ▲40 ▲50 ▲60 ▲50 ▲40 ▲80 ▲60 

   紙・パルプ ▲22 ▲33 ▲22 ▲44 ▲56 ▲45 ▲22 

   非 鉄 金 属 0 0 0 0 ▲40 ▲60 ▲20 

   食  料  品 17 25 8 9 17 0 0 

   金 属 製 品 11 0 ▲11 11 ▲34 ▲23 0 

   一 般 機 械 19 0 ▲ 5 ▲15 ▲30 ▲37 ▲42 

   電気･精密機械 33 33 35 23 11 ▲ 6 ▲12 

   自動車･同部品 20 11 28 31 15 ▲11 ▲19 

   二輪車･同部品 37 33 33 11 0 ▲33 ▲33 

   楽    器 0 0 33 0 0 0 ▲25 

 非  製  造  業 7 0 ▲ 4 ▲ 3 ▲ 9 ▲14 ▲19 

 うち建       設 ▲14 ▲24 ▲27 ▲ 8 ▲21 ▲24 ▲27 

   卸    売 5 ▲ 5 ▲24 ▲19 ▲19 ▲14 ▲24 

   小    売 5 10 30 4 5 0 ▲ 5 

   運    輸 29 25 26 21 11 ▲ 7 ▲ 3 

   情 報 通 信 0 11 11 0 0 ▲22 ▲33 

   サ － ビ ス 17 8 8 0 9 0 ▲ 9 

   旅館・ホテル 20 0 ▲60 ▲40 ▲80 ▲40 ▲60 

   リ ー ス 16 0 ▲17 ▲17 ▲17 ▲50 ▲33 

 



３ 県内主要経済指標の動向  

（１）大型小売店販売額（百貨店＋スーパー） 

８月の販売額は、前年同月比 0.9%増となり２か月連続で前年実績を上回る。 

 20 年２

月 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

販  売  額 ( 百 万 円 ) 30,361 33,570 32,403 33,014 32,547 32,342 32,024 

前 年 同 月 比 ( ％ ) 2.4 0.4 ▲0.7 ▲1.3 ▲2.1 1.1 0.9 
(参考)全国前年同月比(%) 1.2 0.2 ▲2.2 ▲2.0 ▲4.0 ▲0.7 ▲2.2 
(注)前年同月比は店舗調整済                           <資料>経済産業省 

（２）設備投資 

 20 年度の設備投資（９月調査）は、製造業が増加（前年比 30.2％増）、非製造業が減尐（前年比 4.3％
減）であることから、全産業では同 17.5％増と３年ぶりに増加計画となっている。 

 19 年度(実績) 20 年度(計画) 前回調査 修正比率 

全 産 業 
県 ▲5.2 

 

 

17.5 ▲0.5 

全 国 3.6 ▲1.3 0.1 

製 造 業 
県 ▲11.1 30.2 ▲3.5 

全 国 2.9 3.0 0.6 

非 製 造 業 
県 6.9  ▲4.3  7.2 

. 全 国 4.0 ▲3.6 ▲0.2 

               <資料>日本銀行静岡支店、日本銀行調査統計局 

（３）輸出（清水税関支署管内通関実績） 

８月の清水税関支署管内の輸出総額は、前年同月比 5.9％減となり７か月連続で前年実績を下回る。 

 20 年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

輸 出 総 額 ( 百 万 円 ) 236,175 238,884 209,814 199,324 207,742 215,374 200,338 

前 年 同 月 比 ( ％ ) ▲2.0 ▲6.4 ▲10.8 ▲2.6 ▲9.0 ▲3.2 ▲5.9 

                                <資料>清水税関支署 

（４）鉱工業生産指数 

 ７月の指数は、前年同月比(原指数)3.5％増と３か月ぶりに前年水準を上回る。 

 20 年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

全 産 業 99.8 98.3 97.9 95.9 99.3 94.6 99.8 

前 年 同 月 比 ( ％ ) 2.2 1.8 1.3 1.0 ▲1.0 ▲6.4 3.5 

(参考)全国前年同月比(%) 2.5 4.2 ▲0.4 1.8 1.2 0.2 2.0 

(注)平成 17 年＝100,鉱工業総合,指数:季節調整済,前年同月比:原指数 <資料>県経済統計室,経済産業省 

（５）有効求人倍率 

８月の有効求人倍率は、1.06 倍で 51 か月連続で１倍台。 

 20 年２

月 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

県 1.17 1.15 1.13 1.14 1.11 1.09 1.06 

全    国  0.98  0.95  0.93  0.92  0.91  0.89  0.86 

   (注)季節調整値,学卒を除き､パートタイムを含む                 <資料>厚生労働省 

（６）企業倒産 

９月の負債総企業倒産件数は、６か月ぶりに前年実績を下回る。 

 20 年３

月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

倒 産 件 数 ( 件 ) 21 20 23 28 25 25 22 

前 年 同 月 比 ( ％ ) ▲25.0 81.8 15.0 3.7 47.0 0.0 ▲29.0 

負 債 総 額 ( 百 万 円 ) 3,670 2,358 9,929 5,292 5,130 5,322 5,151 

前 年 同 月 比 ( ％ ) ▲41.9 ▲21.0 2.3 倍 ▲58.0 37.0 ▲60.5 ▲94.3 

*負債総額 1,000 万円以上                   <資料>(株)東京商工リサーチ静岡支社 



３－（２） 株価の動向 

 

１ 日経平均株価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サブプライム問題が顕在化した平成 20年（2008）3 月に一時 13,000 円台を割り込んだ後

に、一時回復が見られたが、9 月 15日のリーマンブラザーズ破綻以降、暴落し、10月 10日

（金）終値で 8,276 円まで下落した。10月 14日（火）終値では 9,447 円となっている。 

 

２ ニューヨークダウ平均株価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サブプライム問題が顕在化した平成 20年（2008）3 月に一時 12,000 ドル台を割り込んだ

後に、一時回復が見られたが、9 月 15日のリーマンブラザーズ破綻以降、暴落し、10 月 10

日（金）終値で 8,451 ドルまで下落した。10月 14日（火）終値では 9,310 ドルとなってい

る。 

 

 

2008/03 

サブプライム 

問題顕在化 

08/09/16 終値 

11,609 円 

08/10/10 終値 

8,276 円 

08/09/15 

リーマン破綻 

2008/03 

サブプライム 

問題顕在化 

08/09/16 終値 

$11,059 

08/10/10 終値 

$8,451 

08/09/15 

リーマン破綻 

08/10/14 終値 

9,447 円 

08/10/14 終値 

$9,310 



 

３－（３） 為替の動向 

 

１ 円／ＵＳドル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 20年（2008）8 月 15日に 1 ドル 110.49 円であったが、10 月 10日（金）時点で 100.64

円まで下落した。10月 14日（火）17時の時点では 102.47 円となっている。 

２ 円／ユーロ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 20 年（2008）7 月 14 日に 1 ユーロ 169.49 円であったが、10 月 10 日（金）時点で

134.97 円まで下落した。10月 14日（火）17時の時点では 140.03 円となっている。 
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サブプライム 
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３－（４）原油価格の動向 

 

１ ＷＴＩ原油価格の推移  
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平成 20 年(2008）初めに 100 ドルを超えた原油価格は、７月３日に終値最高値（145.29

ドル）を記録した後、リーマンブラザーズ破綻後の９月 16 日に 91.15 ドルまで低下した。

その後、アメリカ政府の金融対策発表により再び上昇（9/22 120.92 ドル）したが、10 月以

降低下し、10月 10日終値で 77.70 ドルと、１年ぶりに 80ドルを割り込んだ。 

（10月 14日終値 78.63 ドル） 

 

○ 原油価格の動向に関連する出来事 

・2007.３月 アメリカサブプライムローン問題発生 

・2008.１. ２ 時間外取引で初めて 100ドルを超える 

・2008.７. ３ 終値最高値を記録（145.29 ドル） 

・2008.９.15 リーマンブラザーズ破綻 

・2008.９.29 アメリカ下院「緊急経済安定化法否決」、株価暴落 

 

 

 

2006(H18)              2007(H19)                2008(H20)  

【1 バレル（159ﾘｯﾄﾙ）当たり価格（米ドル）】 

2008/7/3 

$145.29 

終値最高値 

※ ＷＴＩ 
ウェスト・テキサス・インターミディエイト（West Texas Intermediate 、略して WTI）は、
アメリカ南部のテキサス州を中心に産出される原油のこと。WTI価格はニューヨーク商業取
引所(NYMEX)において行われている先物取引価格であり、その価格は世界の原油価格の中で
最も有力な指標となっている。 

2008/1/3 

$99.18 

2008/9/16 

$91.15 

2008/10/10 

$77.70 

2007/1/18 

$50.48 
2007/3 

アメリカサブプライムローン問題発生 

2008/10/14 

$78.63 



４ 国の経済対策の動向 

１．政府の対応 

（１）安心実現のための緊急総合対策 

    政府は、世界的な原油・食料価格高騰や生活関連物資の価格上昇という状況の下、国

民の安心・安全を実現するため、平成 20 年 8 月 29 日、「政府・与党会議 経済対策閣

僚会議合同会議」において「安心実現のための緊急総合対策」を決定した。 

本対策は、生活者の不安解消、持続可能社会への変革加速、新価格体系への移行と成

長力強化という 3 つの目標を設定しており、国の 20年度補正予算、21年度予算に反映

される。 

 

（２）平成 20 年度補正予算 

  安心実現のための緊急総合対策を実施するため、政府は臨時国会に補正予算案を提出

した。10月 8 日衆議院本会議で可決、10月 9 日から参議院で審議入り。 

（概要） 

①生活者の不安解消（3,518 億円） 

 医療・年金強化対策、子育て・教育支援対策、生活・雇用支援対策 

②住まいと防災対策（7,296 億円） 

 優良住宅取得支援等対策、防災対策 

③低炭素社会の実現と強い農林水産業創出（1,881 億円） 

 低炭素社会推進対策、強い農林水産業創出対策 

④中小企業等の活力向上（4,469 億円） 

 中小・零細企業等支援対策、生産性向上等成長力強化対策 

⑤地方公共団体に対する配慮（916 億円） 

 地域活性化・緊急安心実現総合対策交付金、地方税等減収補てん臨時交付金 

 

（３）追加経済対策 

   10 月 9 日、麻生首相は、米国発の金融危機に対応するため、内需拡大策を中心とし

た追加対策の取りまとめを与党に指示した。 

新聞報道によれば、追加経済対策は、補正予算を上回る規模となる見通しで、中小企

業の資金繰りの支援強化、高速道路料金の引き下げ幅拡大、住宅ローン減税の継続・拡

充、設備投資減税などが盛り込まれると見られる。 

 

２．日本銀行の対応 

（１）公開市場操作の実施 

短期金融市場への円資金供給（9 月 18日から 18営業日連続：10月 10日現在） 

（２）ドル資金供給オペの導入 

   9 月 18 日、ドル資金を供給する公開市場操作の実施を決定（年末までに 1,200 億ド

ルを供給する方針（10月現在）） 

 

 



 

５ 県内産業の動向 

 

（１） 全体概況 

県内中小企業者・農林事業者・商店を対象に、訪問・電話等により業況等を 

聴取し、その傾向を把握した。 

    総回答数は、９１社であるが、項目ごと有効回答数は異なっている。 

項 目 状       況 

業  況 

 

３か月前と比較し、下降。（41 件、57%） 

収  益 

 

３か月前と比較し、下降。（45 件、62%） 

設備投資 

 1 年前と比較し、拡大する環境に無く、修繕等が主体。 

（62 件、87%） 

商品需要 

 ３か月前と比較し、同程度か減尐傾向。今後が不安。 

（61 件、90%） 

商品在庫 

 

３か月前と比較し、同程度。（34 件、69%） 

販売価格 

 

横ばい、または、下降気味。（56 件、78%） 

必要経費 

 

軒並み上昇。（54 件､76%） 

雇用人員 

 

ほぼ充足されている。（44 件、63%） 

資金繰り 

 

３か月前と比較し、やや苦しい。（21 件、30%） 

融資環境 

 

３か月前と比較し、変わらない。(46 件、70%) 

給  与 

 

1 年前と比較し、ほぼ同程度。（44 件、62%） 

新規採用 

 

1 年前と比較し、ほぼ同程度。（36 件、62%） 



（２） 主な業種別の概況 

   中小企業者・農林事業者・商店、及び業界団体から、自由意見で業界の現状を 

  聴取した。 

   聴取対象者は事業主等をお願いしたが、担当者の回答となったものも掲載した。 

   以下は、回答数１５０社（事業者９１＋業界団体５９）の概況である。 

 状       況 

製造業 

 

 

 

・ 輸出関連産業では、売上が 30％落ちているところもあり、長期的な

不安感が広がっている。特に輸送用機械器具製造業などで米国、欧州、

中国の景気の減退、円高による影響が懸念される。 

・ 輸出先各国では、諸外国の中でも欧州の景気が特に悪化している。 

・ 大企業の設備投資が凍結され、設備機械の受注件数が減っている。保

守点検業務を中心とした事業展開をするしかない。 

・自動車産業では、7 月後半から北米向け輸出が減尐傾向。今後の市場

動向に大きな不安があるほか、自動車部品販売業者が数社倒産してい

る。 

・ 原材料、資材が異常な値上がりをしている。金型関係業種は採算割れ

の状況。 

・ 家具製造では、塗料、接着剤などの原材料や輸送費の値上がりに価格

転嫁が思うように進んでおらず、支払期限の長期化など、業界全体の

資金繰りの悪化が生じている。 

・ 繊維業界では、燃料を多く使うサイジング（経糸糊付）業と染料、薬

品等の材料の高騰が著しい染色業で大きな影響を受けている。 

・プラ模型では、プラスチックはもとより、レアメタル、紙など高値が

続いており、価格転嫁が必要な場合は商品別に対応している状況であ

る。年末商戦に向け、様々な影響を危惧している 

・ 板金、金物工事においては、鋼材が一昨年に比較して 1.5 倍程度まで

高騰し、高止まった状況である。この他、材料は全般的に高騰してい

る。国内工事がほとんどのため、円高の影響はほとんどないが、取引

先からの工事代金のコストダウン要請が厳しいこと、景気の減速によ

る設備投資の冷え込みの影響が出始めている。 

・紙業では、古紙や原油などの原燃料価格の高騰に、輸送費の上昇など

も加わって、家庭紙大手を中心に、２度の値上げに取り組んだ。今後

の原燃料価格の状況によっては、更なる価格修正が実施される可能性

がある。 

食品加工業 

 

 

・中国産椎茸を輸入しているが、円高により有利になるべきところ、中

国製品敬遠により経営は苦しくなっている。 

・小麦、バター、餡など原材料価格の高騰、トレーやパック価格も上昇

しており、利幅が出ない状況にある。 

・大口納入先は競争激化のため価格転嫁が出来ない。 



 状       況 

建設業 ・鉄鋼金属などの建設資材の原料となるスクラップ価格は下落している

が、現状資材価格に反映されていないため、収益を圧迫している。公

共工事は採算性の低さから入札不落・不調が増えている。 

・土木工事では過度の価格競争によるダンピング受注が発生している。

駅周辺などの好条件な地域を除き不動産市況は落ち込んでおり、民間

工事における新築住宅着工件数では持ち家、貸家、分譲住宅ともに減

尐している。 

運輸・物流業 ・燃料費高騰を運賃に転嫁出来ず、事業継続を断念するケースが後を絶

たなくなっている。対応策として期待される「燃料サーチャージ制」

導入社数は全国で 3832 社(9/5 現在)、都道府県別に見ると静岡県は北

海道に次いで全国 2 位となっている。 

・こうした中、国交省では支援策として ETC 車両に対して全高速道で

10 月中旬から深夜割引率を 4 割から 5 割に引き上げる予定。また燃

料サーチャージ制導入徹底のため、第 2 段として年末に向けて荷主へ

の要請やトラック事業者への説明会を開催予定。 

小売業 

 

 

 

・現在のところ、円高、株安の直接的な影響は無いが、マスコミ報道に

より消費者心理が冷え込む懸念がある。 

・8 月下旬から秋物商品にシフトしているが、買い控えの傾向とともに

残暑が厳しかったこともあり伸び悩んでいる。生鮮・惣菜といった食

料品も苦戦している。 

情報サービス業 

 

 

・景気や原材料費の高騰、設備投資の減退によるＩＴ投資に対する影響

はあまりない。このような変革期にあっては、業種を問わず積極的な

企業においてはＩＴ化による合理化促進もあり、グリーンＩＴといっ

たエコの観点からも、より環境に配慮したシステム作りが求められて

くるので、時代背景に見合ったＩＴ化提案により、ビジネスチャンス

の可能性は大いにあると思われる。 

観光業 ・原油価格高騰によるマイカー旅行の減尐、今回の景気後退報道による

消費者心理等により、レジャー費の支出の減尐が予想され、秋の行楽

シーズンの中、厳しい状況にある。 

農業 ・各農協における平成 20 年第 1 四半期の農産物等の販売事業は、ファ

ーマーズマーケットなどの販売拡大により前年に比較し増益となっ

たが、燃料や肥料などの購買事業は、原油価格高騰の影響により前年

に比較し減益となっている 

・温室メロンでは、原油価格高騰により暖房用のＡ重油価格は今年９月

で１リットル当たり 103 円と、３年前の 1.8 倍に上昇するなど、生産

コストが上昇し、業界は深刻な状況に直面している。さらに、昨今の

金融不安により、景気後退が懸念される情勢にあり、高級な嗜好品で

ある温室メロンの需要の更なる低迷を危惧している。 

茶輸出 

 

 

 

・円高により米、欧州における価格上昇、現地消費の冷込み、輸送コス

ト高により収益が減尐傾向。 

・高級茶については、今のところ大きな影響はない。 

・中国茶の信頼低下により、日本茶需要の伸びを期待している。 



 状       況 

畜産 

 

 

 

・これまで経験したことの無い厳しい経営環境である。(酪農、肉牛） 

・飼料価格をはじめ経費が上昇しているが、価格に転嫁できない状  

 況。 

・肥料価格の高騰で鶏糞たい肥への引き合いが多くなっている。 

・国内配合飼料価格は、相場の低下と今回の円高の影響により、平成

21 年１～3 月期の価格では値下げとなる公算が大きい。 

・酪農では、販売価格に生産コストが反映できていない状況が続いてお

り、今後も厳しい経営が続くと予想される。 

・肉牛は、国内の景況感悪化にともない和牛など高価格帯の牛肉需要が

減退し販売価格が低落しているため、飼料価格の高騰と相まって経営

状況が悪化している。 

・養豚、ブロイラーでは、中国産食品への不安から国産食肉の需要が高

まったため、堅調な相場が続いていた。しかし、今回の円高によって

量販店では輸入品にシフトする動きも見られる。また、国内景気が後

退した場合、消費量の減尐も懸念される。 

漁業 

 

 

 

・燃油価格は若干値下がりしたものの、高止まった状況で厳しい状態が

続いている。円高等の影響については、直ぐにはわからず、しばらく

は様子見の状況と思われる。本県産水産物の一部は輸出に回されてい

るため、円高が続けば、輸出で魚価が下支えされている側面もあるの

で、今後、魚価への影響も懸念される。 

・遠洋漁業では、以前から省燃油操業で 1 割以上の経費削減をしており、

これ以上の削減は困難。 

・水産加工では、原料価格の高騰、燃料費・運搬費・副資材等の諸経費

の値上がりや製品価格の伸び悩みにより、経営状況が極めて厳しくな

っている。（鰹を例に取れば、原料価格が昨年 120 円/Kg であったも

のが、本年は 200 円/Kg となっている。） 

（３） 金融機関別の概況 

金融機関・保証機関から、自由意見で業界の現状を聴取した。 

   以下は、回答数１９機関の概況である。 

業 種 状       況 

地方銀行 ・ 取引先の倒産は、目に見えて増加している訳ではなく、やや多くなって

いるかという程度である。 

・ 中小企業者への融資状況は、利益が薄くなってきており悪化の状況（融

資状況は横ばいである。） 

・ 中小企業の業況悪化により、後ろ向きの資金需要が増えているのに加え

信用リスクの高いところが多いことから信用保証協会保証付きの取扱い

が増えている。 

・ 中小企業の業務内容が落ち込んで、資金需要が発生するのはもう尐し先

になるのでは。 

・ 責任共有制度の導入後においても保証付き融資の取組姿勢は従来どおり

で、今後も変わらない。取扱いにも大きな増減はない。 

・ セーフティネット保証など 100％保証の利用を推進したいが、保証枠、

企業者の要件があってできない状況である。 



・ 中小企業の業務内容の悪化が予想され、制度融資の取扱が増えるはずで

あり融資枠を確保してほしい。 

信用金庫 ・ 米金融不安の直接的影響は今のところ出ていない。 

・ 最近の景気後退や昨年10月の責任共有制度の導入による、金融機関側の

融資スタンスの変化は特にない。 

・ 一方、リスク面から各金庫ともセーフティネット保証の活用を積極化す

る傾向 

・ 県制度融資「経済変動対策貸付」については、融資限度額拡大により利

用増を見込んでいる。とりわけ県西部で顧客の獲得競争が激しく、金利

の引下げ傾向が強い。 

保証機関 ・ 県西部は、運送、自動車、輸出産業が厳しさを増しており、保証利用も

減尐してきている。もともと金融機関間の顧客獲得競争が激しかったの

で、担保も十分とらず、低利の貸付が多かった。ここに来て代位弁済も

増える傾向にある。 

・ 県東部は、観光業が基幹産業のため長期低迷状態にある。 

・ 富士では、製紙業等で価格転嫁が進んできており、一定の利益 

   は確保できるようになってきた。 

・ 地域金融機関は、総じて、今後は景気の低迷により中小企業者 

のランクが相対的に下がることが見込まれるが、100％保証のものを活用

等して、資金供給に努めていくという意見であった。 

・ 燃油価格高騰による漁業者への影響は大きく、今後の保証需要は多くな

ると見込んでいるが、円高の影響は今のところ尐ない。 

（４） 日本銀行静岡支店「最近の静岡県金融経済の動向（10月 14 日）」のうち 

   付表：主要経済の生産動向 

業種 
生産 

水準 
最近の動向 

加 

工 

業 

種 

自動車・ 

同部品 
○ 

国内向けが新型車の投入もあって増加しているものの、輸出向け

が欧米を中心とした景気減速の影響から減尐しており、全体として

生産の増勢は鈍化している。 

二輪車・ 

同部品 
△ 

国内向けが引き続き減尐しているうえ、輸出向けも、欧米を中心

に減尐が続いていることから、全体でも前年を大幅に下回る生産水

準が続いている。 

電気機械 ○ 

冷蔵庫やエアコンは、省エネタイプの買い替え需要の増加から、

生産は増加している。携帯電話の生産は、買い替え需要の低迷から

減尐しているほか、半導体・同部品でも、その影響が出てきている

ことなどから、生産は減尐基調にある。洗濯機の生産は、海外への

生産シフトなどから減尐している。 

一般機械 ○ 

工作機械の生産は、高水準の受注残を抱えているものの、国内外

における自動車関連メーカーの設備投資スタンスが慎重化してい

ることなどから、増勢が鈍化している。木工機械の生産は、減尐を

続けている。尃出成形機は、自動車関連メーカーからの新規受注が

減尐していることもあって、生産は減尐している。 



飲料・ 

缶詰 
△ 

飲料は、猛暑の影響もあって生産は幾分増加した。缶詰は、価格

引き上げに伴う需要減から、生産は減尐している。 

楽器 △ 
国内需要が減尐しているうえ、海外需要も米国および欧州向けが

減尐していることから、生産は減尐している。 

素 

材 

業 

種 

紙・ 

パルプ 
△ 

国内需要が総じて低調なことから、洋紙や家庭紙を中心に生産は

弱含んでいる。 

建設資材 △ 

鋼材加工は、マンション等民間建築需要の減尐などから、生産は

減尐している。木材等の生産も、住宅着工が低調なことなどから減

尐している。生コンクリート・セメントは、空港関連工事の需要が

一巡したうえ、その他の官民工事案件も減尐しているため、生産は

減尐している。 

織物 △ 

綿製品、別珍・コール天の生産は、安価な輸入品が流入している

ことから、減尐を続けている。染色加工の生産も、需要が低迷して

いるため、減尐している。 

家具 △ 
海外から安価な輸入品が流入している中、国内需要が低迷してい

ることから、生産は減尐を続けている。 

生産水準：◎フル操業ないし堅調な生産、○高水準ないし横ばい圏内の生産、△低水準の生産。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 貿易・企業立地の状況 

 

（要旨） 

 静岡県の貿易概況に関する最新（平成 20 年 8 月分）の清水税関支署発表によると、輸出

は７ヶ月連続で減尐し、輸入は２か月ぶりに減尐した。 

 本県海外駐在員が、海外展開している県内企業の事業所を対象に実施した聴き取り調査に

よると、米国金融危機による具体的な影響は出ていないものの、石油価格高騰や米国の景気、

ドル安等による業況悪化が報告された。 

 （社）静岡県国際経済振興会が会員企業５社を対象に実施した聞き取り調査によると、現

在のところ影響が出ていない企業が３社、受注が減尐していると回答した企業２社であった。 

 また、企業からの用地情報提供依頼や立地に係る相談は、現在も続いており、昨年度と比

べて特に大きな変化は見られない。 

 なお、当室の企業立地ガイドホームページへの最近 1 年間（平成 19年 10月～20年 9 月）

における各年度の 1 ヶ月当りの平均アクセス件数についても、平成 19 年度が 1,340 件、平

成 20年度が 1,381 件となっており、特に大きな変化は見られない。 

 

（概要） 

（１）平成 20 年８月分 静岡県貿易概況《速報値》 

  輸出は７か月連続減尐、輸入は２か月ぶりに減尐した。 

期  間 輸  出 
  

輸  入 
  

前年同期比 前年同期比 

平成 17年 2, 351,123 110.1 735,983 109.4 

平成 18年 2,539,014 108.0 859,488 116.8 

平成 19年 2,725,491 107.3 964,126 112.2 

H19 上半期 1,367,332 110.7 493,459 119.1 

H19 下半期 1,358,159 104.2 470,668 105.7 

H20 上半期 1,306,102 95.5 495,561 100.4 

H20  1 月 214,164 105.4 80,536 99.3 

   2 月 236,175 98.0 76,934 112.1 

   3 月 238,884 93.6 94,892 102.0 

   4 月 209,814 89.2 79,665 96.1 

   5 月 199,324 97.4 82,172 95.1 

   6 月 207,742 91.0 81,361 100.0 

   7 月 215,374 96.8 85,782 109.0 

   8 月 200,338 94.1 71,738 94.7 

  引用：平成 20 年８月分管内（静岡県：清水港、田子の浦港、御前崎港）貿易概況《速報値》（平成

20年 9 月 26日清水税関支署発表） 

   ( 注) 平成 19年分以前は確定値、輸出の当月分 及び 輸入の当月、前月分は速報値、それ以外は確

報値。 



（２）県海外駐在員からの情報 

  10月９日に、政府機関、企業等に聞き取り調査を行った結果は以下のとおり。 

①中国駐在員 

  ○政府機関等の経済機関（ジェトロ上海代表処ほか） 

   ・今回の世界的な金融危機の直接的な影響を、中国に進出している日系企業が受け

ているとの認識はない。 

   ・現在、日系企業等の外資系企業が受けている主な影響は、経済開発区等における税

制優遇措置の廃止、労働契約法の制定による労働者契約の煩雑化・人件費アップ、外

貨管理の厳格化による銀行等からの融資の悪化・資金繰りの困難化等である。 

   ・日本のメーカー側の受注減による自動車関連分野の景況は悪化している。 

    ただし、中国国内で生産する自動車は中国国内販売用であり、北米輸出はないため、

北米の経済状況の悪化が直接影響しているわけではない。 

   ・北米輸出減の影響を最も受けている分野は、アパレル・繊維、雑貨（玩具等）と

考えられる。これらの労働集約的な産業分野では影響が大きく、広東省・浙江省等で

倒産や生産調整等を行う企業が出ている。 

  ○中国展開県内企業 

（自動車部品製造業） 

   ・米国金融危機による具体的影響は出ていない。むしろ石油価格高騰に伴う中国国内

ユーザーの買い控えにより、自動車メーカー各社の販売が減尐しており、自動車部品

の供給も１割減程度である。今後は生産台数の減尐が予測されるが、大幅な落ち込み

にはならないと考えているので、現段階で特に対策は考えていない。 

（プラスチック金型製造業） 

   ・部品供給サプライヤーとしては、製品メーカーと違って市場動向が直接的には反映

されないため、現段階では直接の影響は出ていない。ＯＡ機器業界全般としては販売

に影響が出ている。 

   ・サブプライムの破綻問題より、一連のドル安の影響が大きい。生産台数は減尐して

いないが、メーカー各社とドル決済を行っているため、ドル安による実質収益源が問

題となっている。 

 

②東南アジア駐在員 

   ※各国とも複数企業から聴き取り調査を実施 

○インドネシア展開県内企業：対象マーケットは国内 

   ・金融不安、為替変動による業況の変化はない。むしろ原油価格高騰による原材料価

格の高騰の影響が大きい。この影響でインドネシアの景気が悪くなると更に業況に悪

影響が出ると予想される。 

  ○ベトナム展開県内企業：対象マーケットは国内、日本、東南アジア 

   ・輸出はほとんどドル決済であるため、円高の影響はない。またドル安については、

現状はベトナム通貨ドンに対して進んでいないが、将来的にはドル安の不安がある。

（ほとんどの日系企業はドル決済をしている） 

   ・それよりも、去年からのインフレの進行による賃上げが不安である。 

  ○タイ展開県内企業：対象マーケットは国内 



  ・金融不安による影響は今のところない。しかし国内マーケットが今弱くなることで

業況悪化が不安。また、原油高騰による原材料費の値上がりにより、収益の悪化が不

安。 

（３）(社)静岡県国際経済振興会(SIBA)からの情報提供 

   10 月９日、貿易（輸出）実績のある、又は海外事業所を設置している会員企業を対

象に実施した調査結果は以下のとおり。 

 ○雑貨製品輸入製造販売業（中国進出) 

  ・現在の売り上げは半年ほど前の受注によるものなので、現在のところは影響はない。 

 ○自動車試作部品製造業 

  ・既存取引メーカーからの受注減の見込みに対し、県外大手自動車メーカーからの新規

受注獲得努力が功を奏し、現在業況は上向き。金融機関との取引上の影響もない。 

  ・１次下請けは既に影響が出ている様子だが、当社は２次下請けなので今後影響が出て

くると思う。更に受注獲得努力を行う。 

 ○産業用ロボット製造業（米国進出) 

  ・現在までのところ、影響は出ていない。今期は、受注量対前年比 20％増の見通し。 

  ・来期は、受注量が 10～15％位減尐の見込み。当社は在庫を持たず、利益率も高いの

で、対策としては残業を減らす、パート採用を減らすことで乗り切れると思う。 

 ○自動車部品、産業用機械部品製造業(中国進出) 

  ・受注量８、９月と減尐している。年間では対前年比５％減を予想。 

  ・金融機関も、まだ貸してくれるが、以前のような積極的な姿勢が見られない。 

  ・トヨタもスズキも厳しい認識を示しているが、中小企業としては打つ手が限られてい

る。将来の仕事量の確保が不安。 

 ○金型製造業 

  ・現状、車メーカーの下方修正で、春頃から受注減尐している。また、価格の締め付

けも厳しくなってきている。 

   例：納入先メーカーが、見積り合わせにインターネットでの入札制度を導入した。 

   例：これまでは海外ではメーカーの系列がなくなっていたが、最近では国内でも系列

が解けている。系列を超え、世界中から安いものを購入する。 

  ・金融機関は営業利益で会社を判断する。利益額によって金利に差。 

  ・将来の人材を確保して活性化を図る。 

 

（４）ジェトロ静岡貿易情報センターの対応状況 

  ・日本貿易振興機構（ジェトロ）として、海外展開日系企業への影響について 10 月 14

日( 火) からヒアリングを開始し、10月 20日以降、結果を順次発表していく予定である。 

 

（５）企業立地関係 

企業からの用地情報提供依頼や立地に係る相談は、現在も続いており、昨年度と比べ

て特に大きな変化は見られない。 

   なお、当室の企業立地ガイドホームページへの最近 1 年間（平成 19 年 10 月～20 年

９月）における各年度の 1 ヶ月当りの平均アクセス件数についても、平成 19 年度が

1,340 件、平成 20 年度が 1,381 件となっており、特に大きな変化は見られない。 



 

＜ホームページへのアクセス件数＞               （単位：件） 

19 年度 
月 10 月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 半期計 1 ヶ月当り 

件数 1,471 1,473 1,081 1,210 1,436 1,366 8,037 1,340 

20 年度 
月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 半期計 1 ヶ月当り 

件数 1,337 1,309 1,581 1,574 1,171 1,314 8,286 1,381 

※当室ホームページは平成 19 年 4 月にリニューアルしたため、アクセス件数が一定化してきた平成 19 年 10

月以降のデータで比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 雇用の動向 

 
                       

（１）県内の雇用情勢 

  平成 20年８月の有効求人倍率（季節調整値）は、1.06 倍と前月を 0.03 ポイント下回

るなど、本県の雇用情勢は、１倍台を維持しているものの減尐傾向が続いており、改善

の動きが弱まっている。 

こうした中で、若年層の失業率は高く、また、障害のある方や中高年齢者の雇用情勢

については、依然として厳しい状況が続いている。 

 

（２）本県の平成 20年８月の求人・求職状況（職業安定業務統計( 静岡労働局) ） 

①有効求人倍率 

・1.06 倍（季節調整値） 

・全国平均は 0.86 倍     

  （最高は愛知県 1.64 倍、最低は沖縄県 0.37 倍）－本県は全国 11位 

区分 
17年

度 

18年

度 

19年

度 

20年 

1 月 
2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 

本県 1.17 1.24 1.20 1.17 1.15 1.15 1.13 1.14 1.11 1.09 1.06 

全国 0.98 1.06 1.02 0.98 0.97 0.95 0.93 0.92 0.91 0.89 0.86 

＊ 平成 10年度以降のボトム：0.66 倍 （平成 11年６月・７月） 
 

②正社員有効求人倍率 

・0.73 倍（実数値）  

・全国平均は 0.53 倍   

 

③求人  

８月の新規求人数を対前年同月比で産業別にみると、建設業、製造業、卸・小売業

及びサービス業が引き続き減尐したことなどから、全体としては 20 か月連続して減

尐した。 
・新規求人数   19,126 人（対前年同月比▲16.8％） 

・月間有効求人数 54,290 人（対前年同月比▲12.8％） 
 

◎産業別新規求人数の対前年同月比の推移                     （単位：％） 

区  分 18年度 19年度 20年１月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 

建設業 ▲4.3 1.4 7. 0 ▲6.2 ▲9.1 ▲2.7 ▲2.2 ▲2.7 ▲0.9 ▲5.2 

製造業 ▲3.9 ▲4. 3 ▲2. 7 ▲8.0 ▲9.5 1.4 ▲15. 4 ▲13.6 ▲12. 4 ▲22. 2 

 電気機械 0. 2 ▲11. 9 ▲30. 5 34.7 ▲33.8 8.5 26.4 3.4 ▲9.1 6.1  

輸送用機械 ▲7.5 ▲4.3 3.5 2.0 ▲27.9 ▲6.4 ▲13.4 ▲45.1 ▲14.4 ▲31.0 

卸・小売業 2.0 2.8 ▲8.6 ▲0.7 17.5 3.5 2.0 20.2 ▲23.0 ▲4.4 

サービス業 8.9 ▲24. 7 ▲12.3 ▲4.6 ▲34.0 ▲19.4 ▲13.7 ▲39.4 ▲20.2 ▲28.7 

合  計 2.7 ▲8. 1 ▲4.1 ▲1.9 ▲9.8 ▲4.8 ▲7.1 ▲11.3 ▲10.8 ▲16.8 

    

④求職 

新規求職者数は３か月ぶりに減尐し、有効求職者数は５か月連続して増加した。 

     ・新規求職者数          12,416 人（対前年同月比▲2.5％） 
     ・月間有効求職者数     53,589 人（対前年同月比＋2.0％） 



 

（３）完全失業率・完全失業者数等の状況 

   ①全国の失業状態（平成20年８月） ＜季節調整値＞ 

全国完全失業率 4.2％（前月より0.2ポイント上昇） 

完全失業者数 
272万人（過去最高385万人( 平成15年４月）)  

＊前年同月差＋23万人…対前年同月５か月連続の増加 

非自発的離職者 
90万人 

＊前年同月差＋15万人…対前年同月５か月連続の増加 

自発的離職者 
107万人 

＊前年同月差＋10万人…対前年同月４か月連続の増加 

＊全国の平成１9年平均の完全失業率3.9％（過去最高5.4 ％( 平成14年平均）)  
 
②本県の就業状態（「労働力調査」結果モデル推計値） 

（ア）年別完全失業率等の状況                 （単位：千人、％） 

年 
 労     働 力    人     口 

非労働力人口 完全失業率 
就業者 完全失業者 

平成 15年 2,083 2,005 78 1,162 3.7 

16年 2,083 2,015 69 1,176 3.3 

17年 2,094 2,029 65 1,172 3.1 

18年 2,102 2,044 59 1,172 2.8 

19年 2,110 2,054 56 1,156 2.7 

対前年増減率 ＋0.4％ ＋0.5％ ▲5.1％ ▲1.4％ ▲0.1 ポイント 

＊本県の平成19年の完全失業率は2.7％で、全国平均( 平成19年)3.9 ％を1.2ポイント下

回った(全国で低い方から５番目) 。 

＊モデル推計値：平成18年５月30日から従来のものより誤差の尐ない新たな 

統計手法を採用して求めた推計値。 
 
（イ）四半期ごとの平均完全失業率等の状況       （単位：千人、％） 

期  間 
 労     働 力    人     口 

非労働力人口 完全失業率 
就業者 完全失業者 

平成 19年 

7～9 月期① 
2,110 2,056 54 1,158 2.6 

平成 19年 

10～12月期② 
2,111 2,056 55 1,160 2.6 

平成 20年 

1～3 月期③ 
2,090 2,032 58 1,185 2.8 

平成 20年 

4～6 月期④ 
2,130 2,070 60 1,143 2.8 

  ＋1.9％ ＋1.9％ ＋3.4％ ▲3.5％ ±0 

＊平成18年５月から四半期ごとに平均した結果をモデル推計値として都道府県別に公表。 

＊失業率は前回と同率となり、全国では低い方から３番目( 前回は４番目) となった。 

 

 



８ 消費生活モニターによる日常生活物資価格監視の状況 

 

（県民部県民生活室） 

 

１ 調査方法 

 （１）調 査 員：県下に 100名配置している消費生活モニターに依頼して実施する。 

 （２）調査内容：消費生活モニターが日常生活の中で感じた、生活物資価格の上昇を報告

していただく。（報告は随時） 

         併せて、便乗値上げ、買占め、売惜しみの情報も収集する。 

 （３）調査品目：特に限定せず、身の回りの商品を広く対象とするが、例示として、ガソ

リン、小麦粉、食肉、牛乳、バター、鶏卵、食用油、ティッシュペーパ

ーを示す。 

 （４）報告方法：県で作成した報告様式に記載して専用封筒で返送する。 

 （５）調査期間：平成 20年 7 月から実施中 

 

２ 報告の状況（10 月 3 日現在） 

 （１）件数 

   延報告者数： 49 人  延報告件数：184件  報告品数：45品 

 （２）主な内容 

  ア 値上がり幅の大きい商品( 上昇率平均：報告件数)  

( ｱ)  カレールー(45％：2 件)  

( ｲ)  スパゲッティ（39％：5 件） 

( ｳ)  ツナ缶(29％：2 件)  

※ 報告件数が 1 件のものは除く。 

  イ 報告件数の多い商品（報告件数：上昇率平均） 

( ｱ)  食パン(21 件：18％)  

( ｲ)  ガソリン(18 件：9％)  

( ｳ)  牛乳(12 件：11％)  

 

  ＊便乗値上げ、買占め、売惜しみの疑われる案件は確認できなかった。 

 


